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【様式２】 

リチウムイオン電池等の火災事故防止・分別回収による安全・経済損失防止対策事業 

実施計画書 

 

※事業の実施計画を策定する際は、計画している設備の仕様、性能、事業実施による効果等の根拠を明

確にし、実現性の高い計画を策定すること。 

なお、交付の決定がなされた後でも、交付要綱、実施要領、交付規程及び本計画書の内容（事業実

施による効果を含む）に違反した場合には、交付規程第十四条に基づき交付の決定を取消しし、返

金を求める可能性があります。 

事業名  

事業実施の 
事業者名 

 

事業実施の 
担当者 

事業実施の代表者 

氏名 事業者名・役職名 所在地 

   

電話番号 FAX番号 E-mailアドレス 

   

事業実施の担当者（事業の窓口となる方） 

氏名 事業者名・役職名 備  考 

   

電話番号 FAX番号 E-mailアドレス 

   

事業の主たる 

実施場所 
＊ 実際に補助事業を行う場所（図面を添付する） 

 
 
 

 

共同事業者 

団体等の名称 

事業実施責任者 

氏名 役職名 
電話・ 
FAX番号 

E-mail ｱﾄﾞﾚｽ 

     

 

     

 

     

 

＜事業の目的・概要＞ 

【目的】 
 
 
【概要】 
＊ 補助事業及び導入する設備等の概要（内容・規模等）を記入する（公募要領の実施計画書（２．
導入を希望している設備）を参照に記入。） 

導入設備 (設計図書・カタログ添付) 

  ・名称 

・検知原理（磁選・渦電流・X線・AI画像・赤外線等） 

・仕様 

・防爆仕様の有無 

  ・自動停止連動の有無 
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・散水等の延焼防止対策連動の有無 

・警報発令連動の有無 

・リチウムイオン電池等の高度選別設備を導入する場合、リチウムイオン電池の選別・検知を 

目的に導入するものである旨の説明（別紙添付も可） 

 

検知後の対処 

・隔離機構を有すること。 

・回収後のリチウムイオン電池の処理先を確保すること。 

（引受企業の会社情報（定款、決算）等を確認できる書類等を提出すること。） 

 

＜現在の状況＞ 

 

１．事業の全体フロー(全体工程における破砕・圧縮・選別等火災の高リスク工程の明示) 

２．処理対象物の種類と数量(t/日、種類別の量と割合等) 

３．設備の1日あたり稼働時間（h/日）及び年間稼働日数（日/年） 

  日中の時間帯、夜間無人時間帯の監視体制 

４．ラインフロー図（設置箇所を明示、別紙添付も可) 

  既設ラインと新設設備設置の位置関係が分かるよう明示 

５．マテリアルフロー図(物質収支) (別紙添付も可) 

６．時間あたり設備能力（kg/h）(設備単体及びフロー全体) 

７．（設備導入予定ラインが既設の場合） 

① LiB選別回収数量（日・月・年） 

② 年間火災等頻度（発煙件数、発火件数、消防通報件数、それぞれの稼働停止件数・時間） 

 

＜事業実施による効果＞ 

 

＊ 計算式、メーカー証明などの算定根拠資料等の数値の算定に当たって用いた根拠や、係数、 
実績値等を引用した出典を明記のうえ添付 

 

（１）リチウムイオン電池等を X線や AI等を活用して高度に選別する設備 

①検知件数 

②除去件数 

 

（２）発火を検知し各設備（施設の自動停止、散水等の延焼防止対策、警報発報等）と連携・連動

する一連のシステム機器 

①発煙消火件数 

②発火消火件数 

 

（３）設備の使用状況 
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＜事業の実施体制＞ 

＊ 補助事業の実施体制について、発注先に加え、補助事業者内の施工監理や経理等の体制を含め

記入する（別紙添付でも可）。 
 
 
 

＜資金計画＞ 

＊ 補助事業に要する経費を支払うための資金の調達計画及び調達方法を記入する。 
 
 

＜補助対象経費の調達先＞ 

① 補助事業者自身           ② その他 
＊ いずれかに○を付ける。 

＜事業実施に関連する事項＞ 

【他の補助金との関係】 
＊ 他の国の補助金等（固定価格買取制度を含む。）への応募状況等を記入する。 
 
【許認可、権利関係等事業実施の前提となる事項及び実施上問題となる事項】 
＊ 補助事業遂行上、許認可、権利関係等関係者間の調整が必要となる事項について記入する。  
 
 

【設備の保守計画】 
＊ 導入する設備の保守計画を記入する。 
 

＜事業実施スケジュール＞ 

＊ 事業の実施スケジュールを記入する。 
＊ 実施スケジュールは別紙を添付してもよい。 
 

注１ 記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用する。 
注２ 本計画書に、設備のシステム図・配置図・仕様書、記入内容の根拠資料等を添付する。 
 

実施計画書の添付資料①～⑯ 

① 設備のシステム図、配置図 

設備のシステム図は、機械設備分野に精通している人以外でも分かるように、マテリアルフロー含め、

作成してください。 

② 事業実施による効果について、計算式、メーカー証明などの算定根拠資料等の数値の算定に当たって

用いた根拠や、係数、実績値等を引用した場合の出典を明記し、添付してください。 

③（廃棄物処理施設を導入する場合は、）廃棄物処理施設設置に係る許可取得状況 

許可を取得されている場合は、許可証の複写を添付してください。 

許可の取得が必要であるが、取得されていない場合は、当該自治体における関連手続きの流れを示し

た資料を添付し、許可取得に係るこれまでの取組と今後必要となる手続、許可取得時期を記載してく

ださい。特に、許可取得時期は地元自治体に十分確認してから記入してください。 

許可の取得が必要でない場合は、その旨を記載していただくとともに、これまでの当該自治体との事

前協議の状況、廃棄物処理施設設置に係る許可が不要と判断された経緯について説明した資料を作成

し、添付してください。 

④ 地元調整状況 

例えば、これまでの廃棄物処理施設設置に係る地元調整状況の経緯等を記載した資料（フロー図な
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ど）、住民説明会の議事要旨などの参考資料、地元町内会や自治体等と締結した環境保全協定や同意

書など、周辺住民の理解を求めていく管理運営体制が整備されていることを証する書面（以下、「環

境保全協定書等」と記載します。）の複写を添付してください。 

環境保全協定書等、地元調整が完了していることを証する書面が提出できない場合には、当該自治体よ

り、事業開始前に住民や地元事業者への説明会の開催、地元町内会や自治体から環境保全協定書等の締

結などを求められているか否かを示してください。自治体から手順等が示されている場合には、関連手

続に係る全体の流れを示した資料を添付していただくとともに、これまでの取組と今後必要となる手

続、環境保全協定等を締結する時期を記載した書面を添付してください。示されていない場合には、廃

棄物処理施設設置に係る地元調整手続に係る全体の流れを示した資料を添付していただくとともに、こ

れまでの取組と今後必要となる手続、環境保全協定等を締結する時期を記載した書面を添付してくださ

い。なお、応募申請の採否は原則として環境保全協定書等の複写を財団へ提出いただいた後に行われま

す。 

また、地元の居住者がいない場合は、その旨を記載してください。その際に、当該自治体との調整状

況、周辺事業者等への説明会の開催状況などを示し、説明会の議事要旨などの参考資料を添付すると

ともに、環境保全協定書等を締結している場合には、その書面の写しを添付してください。 

⑤ 事業収支計画、資金調達計画及び資金回収見通しに係る資料（リースの場合は、貸渡先事業者のもの

を含む。） 

例えば、キャッシュフロー計算書を添付し、その計算における前提条件を記載してください。 

資金調達計画については、様式３の経費内訳（ｐ３０）で記載した総事業費について、資金調達計画を

具体的に記載してください。（例えば、次頁に示す通り。）また、補助金の支払いは原則として精算払

いとなりますので、資金調達計画に補助金額は含めずに無理のない資金調達計画を立ててください。

なお、金融機関からの融資が確定、あるいは協議中である場合には、それを証明する書面があれば、そ

の写しを添付してください。 

⑥ 会社概要（共同事業者がある場合はそれを含む。） 

例えば、商号、所在地、設立年月日、代表者、資本金、従業員数、沿革、業務内容を記載してください。

このような情報が分かるパンフレットを添付いただいても構いません。 

また、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく産業廃棄物処理業の許可証の写し（リースの場合

は、共同事業者（貸渡先事業者）の許可書の写し）、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭

和４６年厚生省令第３５号）第２条に規定する者は、そのことが分かる書類を添付してください。 

⑦ 本事業の実施体制 

施設の稼働時の実施体制ではなく、本事業（＝施設の設備設置）に係る実施体制を記載してください。 

⑧ 登記事項証明書（共同事業者がある場合はそれを含む。） 

⑨ 最近３営業期間の事業実績、決算書（実績がない場合は、将来の事業経営を説明した資料）（リース

の場合は、貸渡先事業者のものを含む。） 

例えば、貸借対照表及び損益計算書を添付してください。このとき、直近３営業期間の平均で利益が計

上されている又は自己資本比率が１割以上であることを確認してください。（少なくとも、債務超過の

状態でないことが原則です。）対象となる営業期間内において、やむを得ない事由により黒字でない決

算が発生している場合は、赤字計上の要因、事業改善方針とそのスケジュール、実施体制などを記載し

た経営改善計画書（様式任意）により説明していただくとともに、補完的に中小企業診断士、公認会計

士からの診断書等を提出してください。 
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また、最近設立した法人である場合には、創業後の事業実績、決算書を全て提出していただくととも

に、将来の事業経営を説明した資料を添付してください。例えば、現時点の貸借対照表及び設立日から

現時点までの損益計算書、現時点の財産目録、事業実施に係る用地売買契約書または用地賃貸契約書

の写し、将来における法人全体の損益計算書及び事業実施計画、それを遂行するための資金調達計画

などを添付してください。 

⑩ 定款（共同事業者がある場合はそれを含む。） 

申請者が個人企業の場合は事業実施者の印鑑証明書（原本）及び代表者の住民票の写し。（いずれも発

行後３ヶ月以内のもの） 

⑪ 事業実施予定地の位置図／国土地理院発行地図（必要に応じ現地写真） 

⑫ 対象事業の要件 12）の誓約書（リースの場合は、貸渡先事業者のものを含む。） 

産業廃棄物の処理に係る業の許可を有する場合は、事業の実施主体は、処理施設の稼働から６年以内

に優良産廃処理業者の認定を受ける旨の誓約書 

⑬ 事業実施スケジュール 

補助対象設備の交付決定から製作、運搬、据付け、試運転調整、検収確認までの補助事業のスケジュー

ルを記載してください。 

⑭ 暴力団排除に関する誓約書（リースの場合は、貸渡先事業者のものを含む。） 

⑮ 対象設備賃貸借契約書※（リースの場合に限る。） 

共同事業者との対象設備賃貸借契約書の複写を添付してください。 

⑯ リース料金（変更）算定根拠明細書※（リースの場合に限る。） 

リース料から補助金相当額が減額されていることが証明できる書類を添付してください。 

※応募申請時の⑮及び⑯については、案でも可とします。 

 

 


